
  

 

 

 

運 営 規 程 

第 5版（令和 4年 10月 1日制定） 

 

  短 期 入 所 療 養 介 護（ユニット） 

  介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護（ユニット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護老人保健施設 

 

小倉南ヴィラガーデン（ユニット） 

  

 

 

 



医療法人社団 明愛会 

介護老人保健施設  小倉南ヴィラガーデン（ユニット） 

運  営  規  程 

＜ 短期入所療養介護 ＞ 

＜介護予防短期入所療養介護＞ 

第 １ 章  総 則 

 

（規程の目的） 

第１条 この規程は、医療法人社団 明愛会が、介護保険法第９４条の規定に基づき開設許

可を受けた介護老人保健施設小倉南ヴィラガーデン（ユニット）（以下「施設」と

いう。）における短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護について、その運

営に関する事項を定め、効果的な施設運営と利用者に対する適正な処遇を確保す

ることを目的とする。 

 

（施設の目的及び運営の方針） 

第２条 施設は、ケアプラン及び短期入所療養計画・介護予防短期入所療養計画に基づき、

看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生

活上の世話を行うことにより、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及

び精神的軽減を図るものとする。 

  ２ 利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドライン

に則り、当施設が得た利用者の個人情報については、当施設での介護サービスの提

供にかかる以外の利用は、原則的に行わないものとし、外部への情報提供について

は、必要に応じて利用者又はその代理人の同意を得ることとする。 

 

（施設の名称等） 

第３条 施設の名称は、介護老人保健施設 小倉南ヴィラガーデン（ユニット） とする。 

 

（定員の遵守） 

第４条 短期入所療養介護サービス・介護予防短期入所療養介護サービスの利用者は、介護

保健施設サービスの定員の範囲内で行うこととし、各サービスを合わせた利用者

の数が定員を超えてはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場

合は、その限りではない。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第５条 施設が、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の利用者に対して、通常送



迎を実施する地域は次のとおりとする。 

小倉南区  小倉北区  門司区  戸畑区  京都郡の一部 

 

 

第 ２ 章 職員の職種、員数及び職務の内容 

 

（職員の職種及び員数） 

第６条 職員の職種及び員数は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（職務の内容） 

第７条 職務の内容は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（勤務体制の確保） 

第８条 勤務体制の確保は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（職員の質の確保） 

第９条 職員の質の確保は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

 

第 ３ 章 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の開始及び終了 

 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第１０条内容及び手続の説明及び同意は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（受給資格等の確認） 

第１１条 受給資格等の確認は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（サービスの提供） 

第１２条 施設は、その心身の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚  

 葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減等

を図るために、一時的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓

練その他必要な医療等を受ける必要があると認められる者を対象に、居室にお

いて短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護を提供するものとする。 

  ２  施設は、正当な理由なく、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の提供

を拒んではならないものとする。 

  ３  施設は、通常の送迎の実施地域及び利用申込者の病状等を勘案し、利用申込者に

対し自ら必要なサービスを提供することが困難である場合は、当該利用申込者

に係る居宅介護支援事業者への連絡、適切な他の事業者等の紹介及び適切な病

院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じるものとする。 

  ４  施設は、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、利



用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、そ

の者の心身の状況、病歴、その置かれている状況、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとする。 

 

（居宅介護支援事業者、地域包括支援センター等との連絡） 

第１３条 施設は、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護を提供するに当たっては、

居宅介護支援事業者、地域包括支援センターその他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

  ２  施設は、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の提供の終了に際しては、

利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る居

宅介護支援事業者、地域包括支援センターに対する情報の提供及び保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

  ３  施設は、居宅介護支援事業者、地域包括支援センターその他保健医療サービス又

は福祉サービスを提供する者との密接な連携により、短期入所療養介護・介護予

防短期入所療養介護の提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保

健医療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めるものと

する。 

 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第１４条 要介護認定の申請に係る援助は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ず

る。 

 

（サービス提供の記録） 

第１５条 施設は、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護を提供した際は、提供年

月日及び内容、介護保険法の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介

護サービス費又は居宅支援サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅

サービス計画を記載した書面等に記載するものとする。 

 

（健康手帳への記載） 

第１６条 健康手帳への記載は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

 

第 ４ 章 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の内容 

 

（短期入所療養介護計画・介護予防短期入所療養介護計画の作成） 

第１７条 施設の管理者は、４日以上にわたり継続して入所することが予定される利用者

については、利用者の心身の状況、病状、希望及びその置かれている環境並びに

医師の診療方針に基づき、短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の提供

の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮し

て、施設職員と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的な



サービスの内容等を記載した短期入所療養介護計画・介護予防短期入所療養介

護計画を作成するものとする。 

  ２  管理者は、短期入所療養介護計画・介護予防短期入所療養介護計画を作成するに

当たって、それぞれの利用者に応じた計画を作成し、利用者又はその家族に対し

て説明し、同意を得るものとする。 

  ３  短期入所療養介護計画・介護予防短期入所療養介護計画の作成に当たっては、既

に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿って作成するもの

とする。 

 

（短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の取扱方針） 

第１８条 短期入所療養介護計画・介護予防短期入所療養介護計画を作成しない場合であ

っても、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿ってサー

ビスの提供を行うものとする。 

 

（診療の方針） 

第１９条 診療の方針は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（必要な医療の提供が困難な場合の措置等） 

第２０条 必要な医療の提供が困難な場合の措置等は、介護老人保健施設（ユニット）運営

規程に準ずる。 

 

（機能訓練） 

第２１条 機能訓練は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（看護及び医学的管理の下における介護） 

第２２条 看護及び医学的管理の下における介護は、介護老人保健施設（ユニット）運営規

程に準ずる。 

 

（食事の提供） 

第２３条 食事の提供は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（相談及び援助） 

第２４条 相談及び援助は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（その他のサービスの提供） 

第２５条 その他のサービスの提供は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（衛生管理等） 

第２６条 衛生管理は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 



（協力病院等） 

第２７条 協力病院等は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

 

第 ５ 章 利用料その他の費用 

 

（利用料等の受領） 

第２８条 施設は、法定代理受領サービスに該当する介護保健施設サービスを提供した際

には、利用者から別表１に掲げる利用料の支払を受けるものとする。ただし、利

用者が利用料等の減免の認定を受けている時は、その認定に基づく支払を受け

るものとする。 

  ２  施設は、前項に定めるもののほか、別表１に掲げるその他費用の支払を受けるこ

とができる。 

  ３  施設は、前項に掲げる費用の係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利

用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利

用者又はその家族に同意を得るものとする。 

 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第２９条 保険給付の請求のための証明書の交付は、介護老人保健施設（ユニット）運営規

程に準ずる。 

   

 

第 ６ 章 施設利用に当たっての留意事項 

 

（留意事項） 

第３０条 留意事項は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（面会） 

第３１条 面会は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（外出） 

第３２条 外出は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（身上変更の届出） 

第３３条 身上変更の届出は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

 

 

 

 



第 ７ 章 非常災害対策 

 

（非常災害対策） 

第３４条 非常災害対策は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

 

第 ８ 章 その他施設運営に関する重要事項 

 

（掲示） 

第３５条 掲示は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（秘密保持等） 

第３６条 秘密保持等は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（苦情処理） 

第３７条 苦情処理は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（地域との連携） 

第３８条 地域との連携は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（事故発生時の対応） 

第３９条 事故発生時の対応は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（利用者に関する市町村への通知） 

第４０条 利用者に関する市町村への通知は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準

ずる。 

 

（記録の整備） 

第４１条 記録の整備は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（身体の拘束等） 

第４２条 身体の拘束等は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（虐待の防止等） 

第４３条 虐待の防止等は、介護老人保健施設（ユニット）運営規程に準ずる。 

 

（褥瘡対策等） 

第４４条 褥瘡対策等は、介護老人保健施設運（ユニット）営規程に準ずる。 

 

 



 

（補則） 

 この規程に定めるもののほか、介護保険法、介護保険法施行令等関係各法令を遵守し、さ

らに必要な事項については別に定める。 

 

 附則 この規程は、令和 4年 10月 1日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

 

（１） サービス基本利用料金（在宅強化型） 

【料金表：1 日当り】単位：円 

（個 室） 基本利用料 日常生活費 食費 居住費 負担金合計 

要支援１ 676 実費 2,300 2,500 5,476+実費 

要支援２ 840 実費 2,300 2,500 5,640+実費 

要介護１ 892 実費 2,300 2,500 5,692+実費 

要介護２ 969 実費 2,300 2,500 5,769+実費 

要介護３ 1,033 実費 2,300 2,500 5,833+実費 

要介護４ 1,090 実費 2,300 2,500 5,890+実費 

要介護５ 1,149 実費 2,300 2,500 5,949+実費 

 

（２） サービス基本利用料金（基本型） 

【料金表：1 日当り】単位：円 

（個 室） 基本利用料 日常生活費 食費 居住費 負担金合計 

要支援１ 630 実費 2,300 2,500 5,430+実費 

要支援２ 793 実費 2,300 2,500 5,593+実費 

要介護１ 845 実費 2,300 2,500 5,645+実費 

要介護２ 892 実費 2,300 2,500 5,692+実費 

要介護３ 957 実費 2,300 2,500 5,757+実費 

要介護４ 1,011 実費 2,300 2,500 5,811+実費 

要介護５ 1,064 実費 2,300 2,500 5,864+実費 

 

注１ 上記料金表は 1 日当りの料金ですので、複数日の利用に際しては合計より負担

金を算出しますので端数処理上若干の差異がでます。 

注２ 上記料金表（食費、居住費、日常生活費を除く）及び下記各種加算の金額は１割

負担の場合です。介護保険負担割合証が２割または３割になっている方は、２割

または３割負担の金額となります。 

注３ ２０２１年４月～９月末日までは基本報酬に０.１％上乗せとなります。 

 

※ 各種加算の算定 

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費 

（３時間以上４時間未満）・・・・・・・・・・・・ ６６０円／日 

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費 

（４時間以上６時間未満）・・・・・・・・・・・・ ９２１円／日 

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費 



（６時間以上８時間未満）・・・・・・・・・・ １，２８７円／日 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）・・・・・・・・・・ ２３円／日 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）・・・・・・・・・・ １９円／日 

夜勤職員配置加算・・・・・・・・・・・・・・・・  ２５円／日 

個別リハビリテーション実施加算・・・・・・・・  ２４４円／日 

認知症ケア加算・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７７円／日 

認知症行動・心理症状緊急対応加算（７日を上限）・・  ２０３円／日 

緊急短期入所受入対応加算・・・・・・・・・・・・  ９２円／日 

若年性認知症利用者受入加算・・・・・・・・・・  １２２円／月 

重度療養管理加算・・・・・・・・・・・・・・・  １２２円／日 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）・・・・・・・ ３５円／日 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）・・・・・・・ ４７円／日 

送迎加算（片道あたり）・・・・・・・・・・・・・ １８７円／円 

総合医学管理加算・・・・・・・・・・・・・・・  ２７９円／日（利用中７日を限度） 

療養食加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９円／回（1 日に 3 回まで） 

認知症専門ケア加算（Ⅰ）・・・・・・・・・・・・・・ ３円／日 

認知症専門ケア加算（Ⅱ）・・・・・・・・・・・・・・ ４円／日 

緊急時治療管理・・・・・・・・・・・・・・・・  ５２６円／日 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）・・・・（所定単位数×3.9％×10.14）の１割負担 円／月 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）・（所定単位数×2.1％×10.14）の１割負担 円／月 

 

注 2 

１、食費（1 日当り）  ２，３００円 

   朝食 ５７０円 昼食 ８５０円（おやつ代含む） 夕食 ８８０円 

  （ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載され

ている食費の負担限度額が 1 日にお支払いただく食費の上限となります。） 

 

２、居住費（1 日当り） 個室 ２，５００円 

  （ただし、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載さ

れている居住費の負担限度額が 1 日にお支払いただく居住費の上限となります。） 

 

上記 1「食費」2「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第 1 段階から第 3

段階まで）の利用者の負担限度額については、以下の通りです。 

 

負担額一覧（1 日当りの利用料） 

 食 費 居住費（個室） 

利用者負担第 1 段階  ３００円    ８２０円   

利用者負担第 2 段階  ６００円    ８２０円   

利用者負担第 3 段階① １,０００円    １，３１０円   

利用者負担第 3 段階② １,３００円    １，３１０円   



 

 

（３） 介護保険外費用 

ご希望により申込み頂いた場合は、下記の通り提供致します。 

 

理美容代       実費（１回） 

電話代 実費（１回） 

持ち込み電機機器の使用料       実費（１日） 

洗濯機使用料     １００円（１回） 

乾燥機使用料     １００円（30 分） 

日常生活費 

シャンプー、リンス、ボディーソープ、ボディ

ローション、石鹸、バスタオル、タオル、歯ブ

ラシ、歯磨粉、ポリデント、おしぼり、私物の

洗濯、飲食物の保管管理、預かり金出納管理 

      実費（１日） 

 

 

（４）お支払い方法 

利用料は月末締めにて計算し、翌月の 5 日以降に請求書を発行しご請求致し

ますので、10 日迄に 1 階受付窓口にてお支払い下さい。 

退所等により月の途中でサービス中止となる場合は、最終日に請求書を発行致 

します。 


